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【第４１回武庫川流域委員会 治水総合討議の論点整理】         2006/5/12 運営委員会 
 

第４１回流域委員会（5/12）へ向けての論点整理 
 
 第４０回流域委員会（５月２日）では、出席委員中１８名が全員発言しました（委員長を除く。途中

退席者のうち法西委員は文書メモでの意見表明）。茂木立委員は途中退席、浅見、池淵、池添、長峯委員

の４名は欠席。 
 この日の主要な論点であった「基本高水の選択」と「整備計画の目標値」「新規ダムの基本方針、整備

計画への位置づけ」については、 
 ①基本高水の２つの選択肢のうち、Ｈ１６型（４７００㎥／ｓ）を支持したのは７名、Ｓ３７型（４

０００㎥／ｓ）を支持したのは１１名だった。（会議の中で「８名対１０名でほぼ合い半ばした」と

報告したのは、委員長の集計ミスでした） 
 ②３０年間に行う実現可能な整備計画の目標値については、県は河道改修の現状を踏まえて上・下流

の流下能力バランスを理由に 1/30の計画規模に基づく選択肢を提示し、整備計画レベルで新規ダム
を位置づける提案もした。この目標値に対して９名の委員が意見を述べた。このうち６名が、1/30
は主として貯留施設に関わる課題の解決が計画策定時点ではきわめて困難であることを理由に、「目

標達成が無理と考えられるので、目標値を下げざるを得ない」というニュアンスの意見を出し、う

ち４名は２９００または３３００㎥／ｓ、あるいは 1/20という具体的な目標値を挙げた。 
 ③新規ダムの位置づけについては、基本方針レベルでは討議に先立ってこれまでの合意や集約等を整

理した委員長の論点整理に基づき「３つの洪水調節施設案のいずれもなお多くの検討課題を抱えて

おり、現時点でいずれかを特定するのは困難である」という集約のもとに、３つの対策を選択肢と

して位置づける案が委員のほぼ共通理解であると受け止められる。整備計画レベルでは、１名を除

いてほぼ全員が「新規ダムの代替策を優先的に検討し、新規ダムは位置づけない」という意見でそ

ろった。少数意見としては、１名が「代替案は難しいので新規ダムを採用すべきだ」と主張。１名

が「新規ダムを積極的に推進するものではないが、代替案による対応が無理なら新規ダムもやむを

得ない」とし、また１名は「河道改修、遊水地、既存ダムの活用を強力に進めて、それでも足りな

ければ新規ダムも選択の対象とする」と、消極的に選択肢とする発言があった。 
 

   以上のように県河川担当者からの提案とそれに対する各委員の意見が出され、基本高水の選択および

1/30 の整備計画目標と新規ダムの位置づけについて県の河川担当者との議論に入った。しかし、この日

は委員会全体としては７時間半におよぶ長時間になったが、実質的な討議の時間が３０分足らずしかな

く、県河川担当者と委員との質疑応答あるいは委員間での討議を尽くせないまま会場の使用期限（午後

９時）がきて、討議を途中で打ち切り、５月１２日午後１時半から討議を継続再開することで閉会した。 

  
 
 Ⅰ．この日の討議での委員発言の論点の詳細 
 
◇基本高水と基本方針 
 ①Ｈ１６型（４７００㎥／ｓ）を支持したのは７名。 
Ｓ３７型（４０００㎥／ｓ）を支持したのは１１名。 
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 ②4700主張の理由は、 
  ・基本高水流量は、この流量以下の洪水では越水や破堤などが起こらないよう物理的な対策を立て

るための基本となる目標流量である。１００年確率雨量（247㍉／24ｈ）は平均して 100年に 1
度は降ると考えられる大雨群のうちでは最少の雨量である。したがって、大雨群の最少雨量であ

る 247㍉によって生ずる洪水のうちから最大のピーク流量を選択するのが適当である。また、H
１６型６０年確率降雨によるピーク流量４５００は考慮する必要がある。（川谷委員） 

  ・既往最大に配慮すべきである。（佐々木、岡、松本俊治、加藤各委員） 
   ※この点については、「既往最大は 2900という実績値であり、引き伸ばした数値は既往最大とは

別物」という反論もある。（奥西委員ほか） 
  ・将来はもっと大きな雨が予測される。（草薙、佐々木委員） 
 
 ③4000主張の理由 
  ・４つの棄却条件等に基づいて選択すると、これしか残らない。H16の既往最大実績流量 2900を

十分カバーできる。（伊藤委員） 
  ・国交省のいう従来のやり方にしたがって残ったのが 4000であり、治水安全度としても妥当。（畑） 
  ・基本高水流量はいつかは到達すべき目標値であり、到達期限が無限であってよいということでな

い。整備計画実施期間中は、超過洪水対策の基準値として活用する。（岡田委員） 
  ・H16型は既往最大として実績流量は重視するが、引き伸ばしたものを治水方針の対象にするのは

おかしい。（奥西委員） 
  ・１００年先には社会も自然状況も激変している。県は今後、流量をつかむ努力をすること（山仲

委員）。流量データを集めて、将来の変更も基本方針に盛り込む（土谷委員）。 
 
 ④「治水安全度を下げる」という考え方について 
・基本高水や整備計画の目標値について「治水安全度を無視して、（対策を）できる範囲内でいいで

はないか」という考え方は理解できない。それでいいのか？ （田中参事） 
・工実計画の 4800 を基準に「治水安全度を下げる」という議論は、ゼロベースからの検討を否定
していることになる。現時点で妥当な「治水計画規模」を決めればよい。（奥西委員ほか） 

  
◇整備計画の目標値 
 ①1/30 にこだわる必要も、理由もない。上・下流のバランス論はこれまで長年無視してきたものを、
いまことさらに持ち出しているだけである。整備計画は現実離れした目標よりも、実質的な治水効

果を優先するべきだ。（伊藤、中川ほか） 
 ②1/30をめざすなら、新ダムなしでも実現できるように必死で代替策や流域対策を検討すべきだ。新
ダム依存の目標設定は本末転倒。（佐々木、畑、村岡ほか） 

 ③1/20でよいという理由は何か？ その場合にはどのような対策をすべきなのか？（田中参事） 
  
 
Ⅱ．次回（5/12）討議再開にあたっての確認と論点 

（１）基本高水の選択にあたっての確認 
  ①基本高水の２つの選択候補数値は、いずれも治水計画規模として 1/100確率降雨による洪水ピー
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ク流量を流出モデルによって算定した結果であり、流出モデルおよび算定方法については委員会

で合意を得ている。 
  ②既往最大洪水とは、H16年２３号台風の実績流量２９００㎥／ｓ（青野ダムによる効果量約２０

０㎥／ｓの調節後）である。 
  ③基本高水の前提となる 1/100の治水計画規模、および整備計画における治水の目標として掲げる

1/30 または 1/20 等の計画規模は、いずれも「治水安全度」ではなく「治水の計画規模」と統一
する。 

（２）基本高水の選択討議にあたっての論点 
①工実計画の４８００という数値は、基本方針を決める際に制約されるものかどうか？ 制約はさ

れないが、どのように評価し配慮しなければならないものかどうか（計画規模を下げることにな

るという議論について） 
  ②基本方針における治水の目標流量の設定について、将来の社会、自然条件の変化や、流量観測デ

ータの蓄積などによって、見直しを付記するかどうか？ 
 
 （３）整備計画の目標値についての論点 
  ①1/30の計画規模について「上・下流のバランス論」をどうとらえるか？ 
  ②３０年で実現可能な計画の設定は、何を優先するのか？  
  ③新規ダムを整備計画に位置づけるために必要な条件整備は何か？ 環境破壊を回避して、新規ダ

ムを建設することに、いまの時点で合意を得られる“担保”が可能かどうか？  
 
（４）新規ダムの位置づけに関する確認と議論の進め方 

  ①新規ダムの代替策を優先して検討する（確認） 
  ②基本方針では新規ダムも含めた３つの洪水調整施設の検討をおこなう前提で併記する。（確認） 
  ③整備計画では、ダムなしの対策でどこまでの整備目標を掲げることが可能かという代替策および

河道改修の具体的な詰めを行う。そのことによって、下流域の洪水被害回避をどのように進める

かを総合的に検討する。 
  ④県は、新規ダムを整備計画に位置づける主張をさらにおこなう場合には、新規ダムを造っても峡

谷の環境を保全できること、あるいはダムが環境に与える影響の程度を根拠とともに明確にする。 
 
（５）流域対策についての検討課題 

  ①整備計画レベルでの流域対策の実現可能性をどの程度見込むのか？ 
   5/2 の県の説明では、３０年で達成できる流域対策の進捗率を、学校・公園で５０％、ため池で

２０％、水田で１０％と仮定している。この仮定が妥当かどうか？ 
   ②流域対策の整備計画への盛り込みについては、まず基本方針レベルで試算した 1/100規模での最

大効果試算量（111）を、1/30または 1/20規模ではどのような効果量になるのかを試算する（対
象個所数や面積は同じに設定）。そのうえで、３０年間での進捗をどこまで図るか（努力するか）

を検討する。ため池２０％、水田１０％の目標は、流域対策を大きな柱として検討してきた当委

員会にとっては、流域対策をすすめる意欲が乏しいと言わざるを得ない。「百年河清を待つがご

とし」でいいのかどうか？ 


